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第２章 経済構造分析について 

 

１ 平成27年草津市サービス業市外売上率調査 

 前述の通り、平成27年草津市サービス業市外売上率調査は、経済産業省が公表した「地

域経済分析」の中で、草津市が京都経済圏の一部として分析されている事を踏まえ、京都

市が実施した「平成23年京都市産業連関表基礎調査(サービス業市外売上率調査)」に倣っ

ている。図2-1の調査票、図2-2の記入手引に基づき、草津市内のサービス業・小売業事

業所を対象に、2015(平成 27)年年間売上高の大きなもの上位 5 番目(小売業は 10 番目)ま

での事業内容について、それぞれの年間売上高と販売先地域内訳(①草津市内、②草津市以

外の日本国内、③海外)を尋ねた1。 

調査票回収結果は、調査対象事業所 920 事業所(サービス業 531、小売業 389)のうち、

128事業所(サービス業70、小売業58)(13.9%)から有効回答を得て、表2-1となった。 

 

表2-1 回収結果概要 

調査対象 有効回答
有効回答/調
査対象件数

草津市内 草津市外 海外

不動産業 - 20件 - 60.50% 39.50% 0.00%

小売業 389件 58件 14.91% 53.10% 46.90% 0.10%

サービス業(不動産業除く） 531件* 50件 13.18%* 59.70% 40.00% 0.30%

注 1：調査対象の件数は総務省より提供を受けた「平成 26 年経済センサス」の個票データより事業従業者数 

5 人以上の事業所を対象にしたもの。 

注 2：*印のサービス業の調査対象件数は不動産業を含んだものを掲載。 

 

                                                
1 総務省統計等の活用や、今回独自に実施した「平成27年草津市サービス業市外売上率調査」についての議

論をもとに、草津市における経済構造分析と、それを踏まえた経済波及効果分析への提言を行う目的で各産業

支援団体により研究会を構成した。研究会活動についての詳細は、参考資料1に掲載。 

その研究会において、経営規模が小さい事業所ほど、事業内容単位での販売先地域内訳を把握していないと

意見が出たため、中小企業基本法における小規模企業者への回答負担を考慮して、原則従業者数5人以上の事

業所を調査票配布対象とした。 

一部の大規模商業施設において、施設内全店舗への調査趣旨説明の機会と、配布・回収協力を得られたた

め、当該施設内店舗のみ全事業所へ配布した。その他は、従業者数5人以上の事業所へ一律発送を実施した。 

中小企業基本法第2条第 5項(中小企業者の範囲及び用語の定義)において「小規模企業者」とは、おおむね

常時使用する従業員の数が20人(商業又はサービス業に属する事業を主たる事業として営む者については、5

人)以下の事業者をいうことを参考としている。 

出所：「草津市における経済構造・経済波及効果分析業務」成果報告書(2016) 
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図2-1 平成 27年草津市サービス業市外売上率調査(サービス業用)調査票 

出所：「草津市における経済構造・経済波及効果分析業務」成果報告書(2016) 
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図2-2 平成 27年草津市サービス業市外売上率調査(サービス業用)記入手引 

出所：「草津市における経済構造・経済波及効果分析業務」成果報告書(2016) 
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表2-1によれば、サービス業・小売業あわせて約6割を草津市内へ販売しているた

め、基本的には域内市場産業の性格があると言える。しかし、一方で4割近くを草津市以

外に販売していることから、各産業が草津市域を越えた商業圏を形成していることが明ら

かとなった。 

 

２ サーベイ型連関表提示 

地域産業連関表は、一定地域の一年間に行われた財・サービスの流れを、産業間取引を

中心にして一覧表にとりまとめた統計であり、経済構造や産業間の相互依存関係等を明ら

かにすると同時に、各種係数を利用した経済波及効果分析にも利用されている。 

表2-1の結果から地域経済循環図の元データであるノンサーベイ型草津市産業連関表に

ついて、サービス業(不動産業は別計)・小売業の地域内最終需要(家計外消費支出から在庫

純増までの列)と地域外最終需要(移輸出の列)をサーベイ型に組み換えたものが表 2-2 と

なる2。サービス業(不動産業は別計)は、地域内最終需要額 1,021 億円3に対して地域外最

終需要額693億円、不動産業は地域内最終需要額926億円4に対して地域外最終需要額408

億円、卸売・小売業は地域内最終需要額701億円5に対して地域外最終需要額111億円に組

み換えられた。そのため、全産業の地域内最終需要額 6,310 億円6のうち民間消費支出が

3,649億円となり、その内訳上位は不動産業822億円7、サービス業673億円、卸売・小売

業536億円、食料品製造業303億円と続くことが判明した。 

地域産業連関表の最大の特徴は、ある産業が財・サービスを地域内で生産する際、いず

れの産業からどの程度の財・サービスを投入しているかが確認できるため、地域内におけ 

                                                
2 立命館大学経済学部 橋本貴彦 准教授が、株式会社価値総合研究所より地方創生の立案に関連する業務と

して取得した、全国市町村のデータを統一的な手法により推計しているノンサーベイ型2010(平成 22)年草津

市産業連関表数値をベースに、今回の調査結果を活用しサーベイ型草津市産業連関表作成を試行した。詳細は

参考資料15「草津市における経済構造・経済波及効果分析業務」成果報告書を参照。 
3 家計外消費支出132.54億円+民間消費支出672.68億円+一般政府消費支出397.89億円+総固定資本形成(公

的)3.10億円+総固定資本形成(民間)22.25億円+在庫純増-207.86億円＝1020.60億円 
4 家計外消費支出0億円+民間消費支出822.09億円+一般政府消費支出0.36億円+総固定資本形成(公的)0億

円+総固定資本形成(民間)0億円+在庫純増103.42億円＝925.87億円 
5 家計外消費支出19.38億円+民間消費支出535.99億円+一般政府消費支出0.03億円+総固定資本形成(公

的)2.22億円+総固定資本形成(民間)105.09億円+在庫純増38.25億円＝700.96億円 
6 家計外消費支出217.82億円+民間消費支出3648.58億円+一般政府消費支出1144.91億円+総固定資本形成

(公的)172.84億円+総固定資本形成(民間)897.94億円+在庫純増228.18億円＝6310.27億円 
7 持家等については、居住者が住宅サービスを享受している点を考慮し、賃貸住宅の市場価格に沿った家賃を

支払って住んでいるものとみなす(帰属家賃という)。この金額が、不動産業の民間消費支出に計上されるため

不動産業が内訳上位となる。 
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表2-2 2010(平成 22)年草津市産業連関表 
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81

5,8
82
14
,05
5
16
,91
5
15
,04
5

87
,45
2
11
,69
2
22
,67
4

35
,23
6

29
1,5
74

粗
付
加
価
値
部
門
計

1,5
99

0
13
,57
6

85
7
2,2
58
11
,69
5
0
10
,10
1

3,2
78

2,4
72

17
,99
1
13
6,7
73

5,7
08

20
,79
8
28
,99
7
23
,06
9
43
,29
1
28
,81
4

91
,10
6
28
,76
0
55
,09
8

11
2,7
71

63
9,0
13

地
域
内
生
産
額

2,8
06

0
23
,75
3
2,7
83

6,3
12
26
,43
1
0
16
,21
9

12
,48
4

6,1
86

49
,06
0
36
1,5
00

16
,49
5
47
,01
7
62
,77
3
43
,27
2
64
,54
9
45
,14
1
10
5,4
47
52
,38
5
72
,83
2

18
2,8
84

1,2
00
,32
9

出所：「草津市における経済構造・経済波及効果分析業務」成果報告書(2016) 
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る分業体制が構築されている程度をみられる点にある。このことは、例えば住民の消費等

の民間消費がいずれの産業にどの程度新たに発生するかが分かれば、それに応える形で地

域内の生産が行われ、さらに地域内の各産業へどの程度新たな生産を引き起こすかという

経済波及を計測する道筋がみえることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


